
（第６２期）

貸　　借　　対　　照　　表
2024年 3月31日 現在 旭化成住工株式会社

　　　　　　　　（単位：千円）

科　　　目 　金　　　額 科　　　目 金　　　額

（資　　産　　の　　部） ( 14,143,928 ) （負　　債　　の　　部） （ 4,374,924 ）

流　　動　　資　　産 5,759,002 流　　動　　負　　債 3,706,589

現 金 及 び 預 金 277 買 掛 金 2,717,095

売 掛 金 2,595,678 未 払 金 301,586

製 品 578,562 未 払 費 用 605,461

仕 掛 品 268,024 未 払 法 人 税 等 46,912

原 材 料 及 び 貯 蔵 品 468,211 未 払 消 費 税 等 32,783

未 収 入 金 1,120,896 預 り 金 2,751

短 期 貸 付 金 711,199 賞 与 引 当 金 0

そ の 他 16,156 そ の 他 0

固　　定　　資　　産 8,384,926 固　　定　　負　　債 668,335

有 形 固 定 資 産 7,253,462 退 職 給 付 引 当 金 648,739

建 物 1,824,365 資 産 除 去 債 務 19,597

構 築 物 100,512

機 械 及 び 装 置 3,609,197

車 両 及 び 運 搬 具 34,444

工具、器具及び備品 232,778

土 地 798,504

建 設 仮 勘 定 653,663 （純　資　産　の　部） （ 9,769,004 ）
無 形 固 定 資 産 613,171 株　主　資　本

ソ フ ト ウ エ ア 607,883 資　　　　 本　　　 　金 2,820,000

そ の 他 5,288 利　 益　 剰　 余 　金 6,949,004

投資その他の資産 518,292 その他利益剰余金 6,949,004

関 係 会 社 株 式 199,577 　　別　 途　 積　 立　 金 3,450,000

繰 延 税 金 資 産 276,126 　　繰 越 利 益 剰 余 金 3,499,004

そ の 他 42,589  （ 内、当 期 純 利 益 ） ( (58,997) )

特 別 償 却 準 備 金 0

14,143,928 14,143,928

(注)記載金額は、千円未満を四捨五入して表示している。 Check… 0

資　　産　　合　　計 負債・純資産合計
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（第６２期）

損　　　益　　　計　　　算　　　書

     2023年 4月 1日 から

     2024年 3月31日 まで

旭化成住工株式会社

（単位：千円）

科　　　　　目 金　　　　　額

33,432,538

32,121,688

1,310,850

1,256,265

54,585

48,098

40,085

5,382

2,488

143

1,611

249

270

491

600

101,072

5,195 6,235

1,040

5,195

94,837

32,623

3,217

58,997

(注)記載金額は、千円未満を四捨五入して表示している。

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税

法 人 税 等 調 整 額

当 期 純 利 益

税 引 前 当 期 純 利 益

特 別 損 失

固 定 資 産 廃 棄 損

固 定 資 産 売 却 損

コ ミ ッ ト メ ン ト フ ィ ー

経 常 利 益

雑 損 失

寄 付 金

営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 割 引 料

受 取 配 当 金

為 替 差 益

営 業 外 費 用

支 払 利 息 及 び 割 引 料

雑 収 入

売 上 高

売 上 原 価

売 上 総 利 益

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費

営 業 利 益
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（第６２期）

個別注記表

（重要な会計方針に係る事項に関する注記）

１．資産の評価基準及び評価方法

（１）有価証券
子会社株式及び関連会社株式･･････移動平均法による原価法

（２）棚卸資産
製    品･･････ 総平均法による原価法(貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下げの方法により算定)
仕 掛 品･･････ 総平均法による原価法(貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下げの方法により算定)
原 材 料･･････ 総平均法による原価法(貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下げの方法により算定)
貯 蔵 品･･････ 個別法による原価法(貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下げの方法により算定)

２．固定資産の減価償却の方法

（１）有形固定資産･･････ 定額法

（２）無形固定資産･･････ ソフトウェア（自社利用）については、社内における利用可能期間（５年）に基づく
定額法

３．引当金の計上基準

（１）貸倒引当金･････・ 債権の貸倒れによる損失に備えるために、一般債権については貸倒実績率により、
貸倒懸念債権等特定の債権については、個別に回収可能性を勘案し、回収不能
見込額を計上している。

（２）賞与引当金･････・ 従業員の賞与支給に備えるため、支給見込額に基づいて計上している。

（３）退職給付引当金････ 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務(満５５才未満
は期末自己都合要支給額、満５５才以上は期末会社都合要支給額）を計上している。
なお、当社は退職一時金支払いの一部に備え、平成22年10月より独立行政法人勤労者
退職金共済機構による中小企業退職金共済制度に加入している。

４．収益及び費用の計上基準

　当社は、住宅建築用金属製品の設計・製造・販売を主な事業としている。製品の販売については、
製品の引渡時点において顧客が当該製品に対する支配を獲得し、履行義務が充足されると判断している
ことから、顧客に引き渡された時点で収益を認識している。ただし、出荷時から製品の支配が顧客に
移転される時までの期間が通常の期間である国内販売については、出荷時点で収益を認識している。
　収益は顧客との契約において約束された対価から、返品、値引き及び割戻し等を控除した著しい減額
が生じない可能性が高い範囲内の金額で算定している。
　なお、製品の販売契約における対価は、製品に対する支配が顧客に移転した時点から概ね１年以内に
回収しており、重要な金融要素は含んでいない。

５．その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項

（１）グループ通算制度の適用
　グループ通算制度を適用している。

（収益認識に関する注記）
　　収益を理解するための基礎となる情報は、「重要な会計方針に係る事項に関する注記」の「収益及び費用の
　の計上基準」に記載の通りである。
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（資産除去債務に関する注記）
　当社は、親会社である旭化成ホームズ株式会社と「土地建物賃貸借契約書」及び「建物賃貸借契約書」
を締結しており、当社所有の製造設備により開口パネル、基礎鉄筋などの製品を製造している。
当社は、当該賃貸借契約書に基づき、契約終了時における原状回復義務を有している。

 　しかし、当該土地は、2003年10月に旭化成グループが分社・持株会社制へ移行し住宅事業を親会社が
譲り受けたことに伴い、同社グループの部材製造事業を当社が担うために同社より賃借したものである。
　従って、同社より賃借している土地で営んでいる各事業の継続及び撤退の判断については、当社の意思
決定に加えて同社グループの総合的な判断も考慮して行われることから、資産除去債務の履行時期及び履
行時期の範囲と蓋然性を予測することは困難である。
　また、除去費用については、当該土地賃貸借契約に基づき、契約終了時の当該事業の継続及び撤退の判
断の経緯を踏まえて同社と協議の上、原状回復義務を履行することとなるため、当社の負担する除去の金
額及びその発生確率を見積もることは困難である。
　したがって、当該資産除去債務については決算日現在入手可能な全ての証拠を勘案し最善の見積りを行っ
ても履行時期の予測及び除去費用の負担額の見積が困難であり、資産除去債務を合理的に見積ることがで
きないため計上していない。
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（貸借対照表に関する注記）

１．有形固定資産の減価償却累計額 千円

２．関係会社に対する金銭債権及び金銭債務

（１）関係会社に対する短期金銭債権 千円

（２）関係会社に対する短期金銭債務 千円

（損益計算書に関する注記）

関係会社との取引高

（１）営業取引による取引高

売　　 　上 　　　高 千円

仕 　　　入 　　　高 千円

（２）営業取引以外の取引高 千円

（株主資本等変動計算書に関する注記）

１．当該事業年度の末日における発行済株式の総数

普通株式 株

（税効果会計に関する注記）

繰延税金資産の発生の主な原因別内訳

繰延税金資産

賞与引当金 千円

退職給付引当金 千円

土地減損損失 千円

資産除去債務 千円

その他 千円

繰延税金資産小計 千円

評価性引当額 千円

繰延税金資産合計 千円

5,967

27,385

360,335

△ 84,209

276,126

1,725,130

993

5,640,000

52,983

197,541

76,459

17,863,448

3,325,908

153,153

33,147,603
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（金融商品に関する注記）

１．金融商品の状況に関する事項

  当社は、主に設備投資計画から必要な長期資金については、当社グループの親会社である旭化成株式会社
から、借入で調達している。短期的な運転資金についても、当社グループの親会社である旭化成株式会社から
調達している。
  余剰資金については、当社グループの親会社である旭化成株式会社に貸付を行っている。

２．金融商品の時価等に関する事項

 2024年3月31日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、
現金は注記を省略しており、預金、売掛金、未収入金、買掛金、未払金及び
未払法人税等は短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似することから注記を省略している。

（注１）　関係会社株式(貸借対照表計上額199,577千円)は、市場価格がないため注記していない。
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（関連当事者との取引に関する注記）

１．親会社等

資金の貸付及び借入

当社製品の販売、
当該会社の仕入
商品の購入、
役員の兼任

２．兄弟会社等

当該会社製品の購入

取引条件及び取引条件の決定条件

※１ グループファイナンスにおける貸付及び借入金利は、個別契約ごとに市場金利を勘案して合理的に決定している。

　　　なお、資金借入の取引金額は、期首の借入金残高と期末の借入金残高との差額である。なお、資金貸付及び借入の取引金額は、期首の貸付金残高と期末の貸付金残高との差額である。

※２ 価格取決書に基づいて、年度毎に取引条件を決定している。

（１株当たり情報に関する注記）

１株当たり純資産額 1,732円 09銭

１株当たり当期純利益額 10円 46銭

（重要な後発事象に関する注記）

該当事項なし。

　

143,293

取引金額
（千円）

科目
期末残高
（千円）

親会社の
子会社

旭化成建材㈱ － －
原材料の仕入

※２
1,721,179 買掛金

種類 会社名
当該株式会社
の議決権等の

所有割合

当該関連当事者
の議決権等の

所有割合

当該関連当事者
との関係

取引の内容

売掛金 2,579,640

商品の仕入
※２

1,496,174 買掛金 117,728

親会社 旭化成ﾎｰﾑｽﾞ㈱ －
直接所有

100%
当社製品の販売

※２
33,147,603

711,199

利息の受取
※１

502 - -

取引金額
（千円）

科目
期末残高
（千円）

親会社 旭化成㈱ －
間接所有

100%
資金の貸付

※１
136,417 短期貸付金

種類 会社名
当該株式会社
の議決権等の

所有割合

当該関連当事者
の議決権等の

所有割合

当該関連当事者
との関係

取引の内容
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